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○ 「無形文化遺産」とは、芸能や伝統工芸技術などの形
のない文化であって、土地の歴史や生活風習などと密接
に関わっているもののこと。

○ ユネスコの「無形文化遺産保護条約」では、無形文化
遺産を保護し、相互に尊重する機運を高めるため、登録
制度を実施。

○ 2010年の「フランスの美食術」などの食に関する無
形文化遺産が登録されて以降、食文化に関する無形文化
遺産が増加。

メキシコの伝統料理（2010年）

無形文化遺産の例

芸能（能楽）

伝統工芸技術
（結城紬）

社会的慣習・行事
（山・鉾・屋台行事）

地中海料理（2010年）

ユネスコ無形文化遺産について
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ユネスコ無形文化遺産とは

南北に長く、四季が明確な日本には多様で豊かな自然があり、そこで生まれた食文化もま
た、これに寄り添うように育まれてきた。

このような、「自然を尊ぶ」という日本人の気質に基づいた「食」に関する「習わし」を、
「和食；日本人の伝統的な食文化」と題して、2013年（平成25年）12月に、ユネスコ無
形文化遺産に登録。

ケシケキの伝統（2011年）

※ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）：国際連合の専門機関の一つ。本部はパリ。
フランスの美食術（2010年）



和食文化は、日本人が古来より受け継いできた「自然の尊重」の
精神に立脚した、日本人の生活の諸側面を形作る大切な文化。

正月におせち料理を食べない人が増えるなど、日本から和食文化の
存在感が薄れつつある。

政府は、ユネスコ無形文化遺産登録に向けての取組を実施し、2013年
「和食」は無形文化遺産に登録された。

和食文化は、単なる料理の１ジャンルでは語れない。

しかし、食の多様化が進むにつれ、パン食が進み、米の
消費量が減少。

もう一度、和食文化を見直し、次世代につなぐことが大切。

当初は、その登録内容を「会席料理を中心とした伝統を持つ特色ある独特の日本料理」
としていました。
他国の申請状況も見つつ検討を重ねるにつれて、登録対象を広く日本人全体が担い手と

言える内容に改めることとし、「和食；日本人の伝統的な食文化」と題して、申請・登録
されました。

みんなで守り、未来へつなごう。
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「和食」のユネスコ無形文化遺産登録までの流れ



(c) Masashi Kuma, 2006

「和食」の特徴③：

自然の美しさや季節のうつろいの表現
「和食」の特徴①：

多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重

「和食」の特徴②：

健康的な食生活を支える栄養バランス
「和食」の特徴④：

正月などの年中行事との密接な関わり

季節の花や葉などで料理を飾りつけたり、
季節にあった調度品や器を利用する
など、自然の美しさや四季の移ろいを
表現することも和食文化の特徴のひとつ
です。

日本の食文化は、年中行事と密接に
関わって育まれてきました。自然の恵みで
ある「食」を分け合い、食の時間を共に
することで、家族や地域の絆を深めて
きました。

一汁三菜を基本とする食生活は栄養
バランスがとりやすく、だしの「うま味」や
発酵食品をうまく使い、動物性油脂の
摂取量もセーブ。日本人の長寿や
肥満防止に役立っています。

南北に長く、海、山、里と表情豊かな
自然が広がる日本の国土。各地で
地域に根ざした多様な食材が用いられ、
素材の味わいを活かす調理技術・
調理道具が発達しています。

「自然を尊重する」というこころに基づいた、日本人の食慣習

ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」の特徴
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和食とは



２．農林水産省の保護・継承の取組について
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訪日外国人に向けた食体験の提供
（インバウンド誘致）

SAVOR JAPAN
食かけるプロジェクト

ユネスコ無形文化遺産登録を契機に国内外の評価が高まっている「日本食と食文化」は、農業、食、地域、
多様な食産業を支える基盤であり、食育・健康増進、地域振興、輸出促進などの多様な価値を国内外で創造。

一方、食文化を巡る社会情勢や消費者の嗜好変化は大きく、根幹となっている食文化の保護・継承が困難に。

このため、次世代への食文化の保護・継承、食体験によるインバウンド誘致や海外への普及等により好循環形成。

１．国内の食文化の保護・継承１．国内の食文化の保護・継承 ３．海外への日本食・食文化
の普及・輸出

３．海外への日本食・食文化
の普及・輸出

２．海外需要の取り込み
・創出

２．海外需要の取り込み
・創出

農林水産物・食品の輸出額の目標 ５兆円（２０３０年）、訪日外国人旅行消費額 １５兆円（２０３０年）

日本食・食文化普及を担う人材育成
海外日本料理人技能認定制度 等

日本食・食文化の発信拠点の強化・活用
日本産食材サポーター店制度 等

トップセールス等による日本食・食文化発信

③地域振興・④輸出③地域振興・④輸出

④輸出④輸出

①食育・②食料産業・
③地域振興

①食育・②食料産業・
③地域振興

和食の継承等をはじめとした食育・健康増進
食料産業や異分野と連携した取組の推進
日本食文化の価値の見える化

食品製造

事業者

中食・
外食

流通・
小売

農林水産省

その他

(異分野等)

官民協働
プロジェクト
（和ごはんP)

「食文化」の振興・普及による新たな価値の創造
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「日本食と食文化」を取り巻く国内外の状況

「日本食と食文化」は、農業、食、地域、多様な食産業を支える基盤であり、食育・
健康増進、地域振興、輸出促進などの多様な価値を国内外で創造。

訪日外国人旅行者食関連消費 ５年間で約2.3倍に増加
H26:約6,000億円 ➡ R元:約1.4兆円

訪日外国人の訪日時の期待 「日本食を食べる事」が約８割と最多

海外の日本食レストラン数 6年間で約1.8倍に増加
H27：8.9万店 ➡ R3:約15.9万店

一方、食文化を巡る社会情勢や消費者の嗜好変化は大きく、根幹となっている
食文化の保護・継承が困難に。

※観光庁及び日本政府観光局（JNTO）資料を基に作成

※観光庁「訪日外国人消費動向調査」2022年より

※外務省調べにより、農林水産省推計

食文化や食べ方・作法の継承状況

あなたは、郷土料理や伝統料理など、地
域や家庭で受け継がれてきた料理や味、
箸づかいなどの食べ方・作法を受け継い
でいますか。

受け継ぎ、伝えている 44.0

受け継いでいる 64.2

受け継いでいない/伝えていない等

56.0

受け継いでいない等

35.8このうち、地域や次世代に対し

伝えている国民の割合は68.5%

64.2×0.685＝44.0

（％）

8出典：令和４年度 農林水産省「食育に関する意識調査」



国内における課題
・食文化は多様性が高く、かつ、変容性が高いという特性がある中で、食文化の特性を活かした
保護・継承策とはどのようなものか。

・SDGｓ等の新たな価値観や、コロナ禍に伴う行動変容から、家庭での料理習慣の復活、農泊や
郷土料理への関心等の兆しがある中、次世代への継承を行うために「誰の」「どのような」取組を
支援すべきか。

国外における課題
・政府の輸出目標（2030年までに5兆円）、インバウンド目標（2030年までに6,000万人）
の達成に向けた新たな政策の方向性を検討すべきではないか。

・コロナ禍による海外のマーケットニーズの変化に対応した新たな普及の方向性を検討してはどうか。

和食文化の更なる価値創造に向けて (食文化振興小委員会のとりまとめ）

国内 国外
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①郷土料理のデータベース化・情報発信
②地域における食文化の保護・継承活動の推進
③官民協働の和食普及プロジェクト
④和食文化継承人材育成の取組
⑤食育基本法に基づく第４次食育推進基本計画の決定
⑥地域の食・食文化によるインバウンド誘致
⑦多様な食体験の提供と輸出拡大の一体的な取組
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農林水産省の取組一覧

※農林水産省が行っている和食・食文化の保護・継承に資する取組の一部を抜粋して紹介。



各郷土料理ごとに「歴史・由来・関連行事」「食習の機会や時季」
「飲食方法」「保存・継承の取組」を掲載

取組①-1：郷土料理のデータベース化・情報発信

出典：農林水産省Webサイト「うちの郷土料理」
https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syoku
bunka/k_ryouri/index.html

うちの郷土料理～次世代に伝えたい大切な味～

ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」の特徴である、
全国各地で受け継がれてきた地域固有の多様な食文化を
地域ぐるみで次世代に継承していくことを目的に、令和元年
に「うちの郷土料理～次世代に伝えたい大切な味～」の
サイトを開設。

令和４年３月に、全国47都道府県の郷土料理（1,365
品目）が勢ぞろい。

各地域で選定された郷土料理のいわれ・歴史やレシピ、郷
土料理を生んだ地域の背景等についてデータベースを作成し、
情報を発信。

各都道府県ごとに「検討委員会」を設置し、次の基準で選定。
5, 地域において人気・愛着がある1, 基本的に地元で入手できる

食材を利用する

6, 都道府県内の地域バランスに
著しい隔たりがないか

2, 歴史・文化・風習的な特徴、
又は気候・風土を背景とした
特徴があること

7, 伝統的な郷土料理から、
現代的な文脈で変容した
レシピである

3, 家庭・地域で作られ、
継承されている。

8, 地域におけるメニュー化や新たな
レシピなどの次世代に向けた
“新しい価値”の提供がある

4, １～３（必須項目）に
当てはまらないが、歴史的に
残すべきだと考えられる。

必須

必須

必須

1,2品

推奨

推奨

推奨

推奨

各都道府県別に、特色をコンパクトな映像にとりまとめ全世界に発信
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取組①-1 ：【参考】うちの郷土料理 石川県
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取組①-2：伝統食のデータベース化・情報発信

にっぽん 伝統食図鑑
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地域固有の多様な食文化の保護･継承、輸出促進を目的にサイトを令和5年に開設。
伝統的な加工食品を17のカテゴリーに分類し、各地域で選定された伝統食（地域の食材を用い、気候・風土な
ど地域の特性を踏まえた工夫がなされ、長年製造されてきた加工食品）の特徴、歴史やアレンジレシピ等の
データベースを作成し情報発信。
令和４年度から数年間かけて全国47都道府県の品目を掲載する予定。
初年度となる令和４年度は３県で実施し、60品目の伝統食の情報を掲載。

伝統食の選定基準

伝統食の分類

都道府県ごとに、地方公共団体、大学等研究機関、民間団体、民間企業、地方
新聞社等の有識者を構成員とする地域検討委員会を設置。

地域検討委員会で選定した地域の伝統食20品目の歴史や由来、関連行事、アレ
ンジレシピ等を調査し、データベースを作成・普及等を実施。

実施状況

農林水産省Webサイト
「にっぽん伝統食図鑑」
https://traditional-foods.maff.go.jp/

R4年度　3県 福井県、奈良県、熊本県

R5年度　11道府県
北海道、宮城県、山形県、茨城県、山梨県、石川県、三重県、

京都府、島根県、高知県、鹿児島県



取組①-2 ：【参考】にっぽん 伝統食図鑑 福井県
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地域における多様な食文化の保護・継承活動をより一層進めるために、地方農政局等が事務局となって、
都道府県・市町村（地方自治体）、地域の食文化の保護・継承の関係団体・関係者、和食文化継承
リーダー、その他食文化関係団体・関係者（料理人、研究家等）、食品関連事業者などの関係者を結び
つけるネットワーク「地域の和食文化ネットワーク」を立ち上げた（令和３年１月）。

取組②：地域における食文化の保護・継承活動の推進
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ネットワークの活動
セミナーや勉強会などのイベントの開催
和食に関する情報（レシピ）掲載記事の紹介等

の情報を、定期的に送信（ネットワークへの参加費無料）

地域の食文化の保護・継承活動に関心のある方ならどなたでも参加できます。
和食文化ネットワーク_北陸への参加申込はコチラ
https://www.maff.go.jp/hokuriku/food/washoku/keisyo.html

ネットワークのイメージ

農林水産本省 関係省庁
文科省、文化庁等

関係団体
和食文化国民会議 等

各地域の
和食文化ネットワーク

（事務局：地方農政局等）

連携
連携

食文化の保護・継承の取組を行っている団体・個人
の掘り起こし・会員拡大、ネットワークのメンバーへの
情報提供、メンバー間の活動支援、メンバーとの意見
交換、相談受付、窓口紹介等

～地域の和食文化ネットワーク～



・企業等をプロジェクトメンバーと
して登録・公表。

・ロゴマークの提供。
・プロジェクト・各企業等の取組の
情報発信。

・関連イベントの開催。

・和ごはんの総菜、お弁当、レシピや
調理家電の開発・販売。
・和ごはんフェアの実施。
・調理方法を動画等により、分かり
やすくWEB展開。

・年中行事や人生儀礼などと絡めた関連
商品やメニューの開発・販売

協働

＜各企業等の取組例＞ ＜国の取組＞

※ 和ごはん・・・日本の家庭で食べられてきた食事であって、（１）ごはん、汁物、おかず等若しくはその組み合わせで構成されているもの、
又は、（２）だし並びに醤油及び味噌をはじめとする日本で古くから使われてきた調味料等が利用されているもの

取組③：官民協働の和食普及プロジェクト
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プロジェクトメンバー数：191（令和5年10月末時点）

食品製造業者、流通業者、中食・外食業者のみならず、レシピや
調理家電製造業者等

和食にかかわる事業者と行政が一体となって、子供たちや、和食について「手間がかかり、
面倒」とのイメージを有する忙しい子育て世代に、身近･手軽に健康的な「和ごはん」を食べ
る機会を増やしてもらう取組を実施する官民協働のプロジェクト。

～Let’ｓ！ 和ごはんプロジェクト～

出典：Let’s! 和ごはんプロジェクト
https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/culture/
wagohan_project.html



取組④：和食文化継承人材育成の取組

この研修は、子どもたちや子育て世代に対して、和食文
化を伝える中核的な人材を各都道府県に育成するため
に実施。
教育現場で和食文化を伝える際に参考となる専用テキ

スト等を使い、研修会等を実施し、すべての課程を終えた
受講生に対して、「和食文化継承リーダー」として様々な活
躍の場で、和食文化の継承に力を発揮していただける環
境を形成。現在、910名が認定（令和５年３月時点）。

和食文化継承リーダーになるには？
以下の全ての課程を修了した受講生に対して、認定証
を発行。

専用テキスト等をベースとした講座を受講後、
理解度チェックテストを受ける。

実 践 研 修

実 地 研 修

ご自身の職場のある地域開催日に
グループワーク研修を受講する。

研修内容を踏まえて、ご自身の職場にて実践を行い、
その内容をレポート提出。

認定証発行

Step２

人材育成事業の概要

基 礎 研 修
Step１

Step３

全課程を修了後に発行。

「おいしい和食のはなし。」
（https://ouchidewashoku.maff.go.jp/）にて、研修会等に関する情報を発信。

令和５年度の研修概要 ※オンライン研修

和食文化を伝える人材を育成する ～和食文化継承リーダー研修～
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対象エリア▶全都道府県
対象者 ▶幼稚園・保育所等の教諭・保育士・栄養士や小学校の教諭・栄養教諭・学校

栄養職員、地域や各種メディアで和食文化継承活動を行っている方など。

● 食育の授業で何をしたらいいかわからない。

● 地元の郷土料理を伝えたい。

● 和食文化を通じて子供たちの人間性を育てたい。

こんな方に
オススメ！



食育ピクトグラム
11. 日本の食文化の継承第4次食育推進基本計画【農林水産省】

https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/plan/4_plan/index.html

食育基本法に基づき、農林水産省、文部科学省、厚生労働省、内閣府等関係省庁が連携し、政府全
体で食育を推進（事務局は農林水産省）。国の食育推進基本計画を立てるとともに、都道府県、市町村
の食育推進計画と連動。

取組⑤：食育基本法に基づく第４次食育推進基本計画の決定
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～第4次食育推進基本計画～

第４次食育推進基本計画で推進する内容（抜粋）

6. 食文化の継承のための活動の支援等
地域の多様な食文化の継承につながる食育の推進
食生活改善推進委員等のボランティア活動等における取組
学校給食等での郷土料理の積極的な導入や行事の活用

詳しくは

第４次食育推進基本計画の基本的な方針 食育の推進にあたっての目標（令和７年度までに）



取組⑥：地域の食・食文化によるインバウンド誘致
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①認定地域の食・食文化を
「SAVOR JAPAN」ブランドとして

一体的に魅力発信

③訪日外国人への
農林水産物の販売促進

②日本食・食文化の「本場」である
農山漁村での訪日外国人の受入体制の強化

知ってもらう、来てもらう

買ってもらう

食べてもらう、泊まってもらう
地域の食とそれに不可欠な農林水産業や特徴のある気候、

風土、景観、歴史などの観光資源を活用し、インバウンドを誘致

④訪日外国人の更なる増加と
輸出等の新たな需要の創出

認定地間ネットワーク
（地域資源の磨き上げ）

地域の実行組織

食のおもてなし
（食べる）

農泊の推進
（泊まる）

＜イメージ図＞

景観

直売施設における
販売促進（買う）

世界農業遺産・
日本遺産等の活用

地域の食・農林水産業
を中心とした観光資源が
一体的な魅力を形成

歴史・
文化施設

アクティビティ

生産者・食品事業者
（GI・輸出）

市場・直売所
農家民宿

酒蔵・ワイナリー

飲食店

SAVOR JAPAN
PR動画

地域特有の
歴史的な
ストーリー

地域の
景観

地域の
景観

観光
資源
観光
資源

地域の
食

地域の
食

地域の
農

地域の
農

増大するインバウンドを、日本食・食文化の「本場」である農山漁村に呼び込み、訪日外国人
の更なる増加と農林水産物・食品の輸出増大につなげるといった好循環を構築していくことが
重要。
農泊（農山漁村滞在型旅行）を推進している地域であって、多様な地域の食やそれを支える
農林水産業、伝統文化の魅力で、訪日外国人を誘客する重点地域を農林水産大臣が
認定する制度を平成28年度に創設。

～SAVOR JAPAN～

出典：「SAVOR JAPAN（農泊 食文化海外発信地域）」について
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/savorjp/index.html

好循環の更なる拡大



取組⑥：SAVOR JAPAN認定地域（H28～Ｒ５年度）
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取組⑥：SAVOR JAPAN認定地域例：石川県小松市
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取組⑥：SAVOR JAPAN認定地域例：新潟県十日町市
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取組⑥：SAVOR JAPAN認定地域例：福井県小浜市
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取組⑦：多様な食体験の提供と輸出拡大の一体的な取組
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海外での日本産農林水産物・食品の需要拡大のため、訪日外国人が食と芸術、歴史等を組み合わ
せた体験をし、日本の食への関心を高めるとともに、帰国後も日本の食を再体験できる環境の整備に
取り組む「食かけるプロジェクト」を開始。
食×アート、食×歴史、食×スポーツなど食と異分野を掛け合わせた取組を全国から募集し、表彰する
「食かけるプライズ」を実施。

＜イメージ図＞

③ 日本の食の
再体験機会提供

空港
・お土産

飛行機
・機内食
・機内エンタメ

空港
・観光案内所

交通
・車内広告
・車内テレビ

宿泊施設
・コンシェルジュ
・案内テレビ
・レストラン

① 旅の様々な機会で食体験の情報発信

情報提供
・日本食レストラン
・日本産食材取扱スーパー
・越境ECサイト

② 食が絡んだ
多様な体験の提供

SNS
・日本の食体験
を発信

食 × 文化・歴史
農泊
健康・スポーツ
映像・芸術
イノベーション

イベントスペース
・日本産食材、調理道具、
食器を使っての料理講習会

・日本食文化セミナー
・BtoBマッチング

～食かけるプロジェクト～

出典：「食かけるプロジェクト」
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/eatmeet/syokukakeru.html



取組⑦：食かけるプライズ 北陸管内受賞事例
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（2021）

（2019）
（2019）


